
別紙
Ⅰ．事業評価総括表

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表

交付金事業実施場所 七尾市一円

総事業費 1,168,141

　交付金充当額 1,168,141

　うち文部科学省分

交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備　考

　うち経済産業省分 1,168,141

番号 交付金事業の名称

交付金事業の概要
　七尾市では、地域住民への原子力発電や放射線に関する正しい知識の普及啓発を図るため、本交
付金を活用することにより、原子力施設住民見学会への補助を実施するとともに、広報誌「あとも
す」の発行を行いました。

七尾市 1,168,141 1,168,141
総事業

1,168,141
志賀原子力発電所に係る広報・調査等事業

番号 交付金事業の名称

志賀原子力発電所に係る広報・調査等事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 七尾市

交付金事業の成果目標

　七尾市では、地域住民に対し、原子力発電や放射線に対する理解を深めてもらうため、本交付金
事業において、原子力施設住民見学会の補助及び広報誌「あともす」の発行事業を実施することと
し、地域住民への原子力に関する正しい知識や情報の提供を行うことにより、発電用施設の設置及
び運転の円滑化を促進します。

交付金事業の成果指標
　本交付金事業においては、住民の原子力発電や放射線についての理解を深めるため、地元住民の
原子力施設見学（１団体）、広報誌「あともす」の発行（６回）を実施します。



（備考）　（１）事業ごとに作成すること。
　　　　　（２）番号の欄は、事業評価総括表における番号欄に対応した数を記入すること。
　　　　　（３）交付金事業の成果目標の欄は、発電用施設周辺地域整備法第１条（目的）を踏まえて具体的に記載すること。
　　　　　（４）交付金事業の成果指標の欄は、成果目標を踏まえて定量的な指標を記載すること。
　　　　　（５）交付金事業の成果及び評価の欄は、進捗度、利用量並びに効果等を出来る限り数値を用いて記載すること。
　　　　　（６）交付金事業の契約の概要の欄は、契約件数が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。
　　　　　（７）成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無の欄については、第三者機関等を活用した場合にあっては、第
　　 　　　   三者機関等の名称及び構成員等を記載すること。

共立商事（株） 6,096　原子力広報車燃料購入費

車両検査整備費用 随意契約 （有）三野自動車商会 109,250

(有)能登島自動車 2,640

　随意契約 ＪＡ建設エナジー 6,415

　成果及び評価に係る第三者機関等の活用の有無

　交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の成果及び評価

町会連合会 248,000

消耗品購入費 随意契約 ななお教材 272,728

無

　原子力施設見学補助事業は、見学先の施設が多数休館しているところがあり、また、申込み団体
もなく実施できませんでした。
　広報誌「あともす」発行事業では、令和６年能登半島地震の影響により広報誌を年６回発行する
こととしていたところ、年３回のみの発行となりましたが、毎号実施しているアンケートでは、
「発電の仕組みがよく理解できて、大変興味深かった」や「原子力の仕組みを知ることができよ
かった」などの意見が寄せられ、原子力に対する住民の理解や促進の手助けとなっています。
　今後も引き続き、地域住民への原子力発電や放射線に対する知識の普及啓発に努めていきます。

広報配布報償費 －

（公財）能登原子力センター 485,570広報制作委託費 随意契約

(株)オガタ 37,442　随意契約

　オイル交換 　随意契約

　随意契約


